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○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分)及び指定施設サービス等に要する

費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年老企第４０号）  

改     正     後 改     正     前 

３ 短期入所療養介護費 

（１）介護老人保健施設における短期入所療養介護 

① 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準につい

て 

この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベッドを

利用して行われるものであることから、所定単位数の算定（職員の配

置数の算定）、定員超過利用・人員基準欠如（介護支援専門員に係る

ものを除く。）・夜勤体制による所定単位数の減算及び認知症ケア加

算については、介護老人保健施設の本体部分と常に一体的な取扱いが

行われるものであること。したがって、認知症ケア加算については、

６の(11)を、また、緊急時施設療養費については、６の(23)を準用す

ること。また、注８により、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨

の届出並びに認知症ケア加算の届出については、本体施設である介護

老人保健施設について行われていれば、短期入所療養介護については

行う必要がないこと。 

ただし、特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定した場合

は、認知症ケア加算について算定できない。 

②・③ （略） 

④ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)若しくは介護老人保健施

設短期入所療養介護費(Ⅲ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所

療養介護費(Ⅱ)若しくはユニット型介護老人保健施設短期入所療養介

護費(Ⅲ)を算定する介護老人保健施設（以下この号において「介護療

養型老人保健施設」という。）における短期入所療養介護について 

イ 所定単位数の算定区分について 

介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護について、適

用すべき所定単位数の算定区分については、それぞれの算定区分に

係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基準を満たさなくなっ

た事実が発生した月の翌月に変更の届出を行い、当該月から、介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)又はユニット型介護老人保

健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)を算定することとなる。 

ロ 介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護に係る施設基

３ 短期入所療養介護費 

（１）介護老人保健施設における短期入所療養介護 

① 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準につい

て 

この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベッドを

利用して行われるものであることから、所定単位数の算定（職員の配

置数の算定）、定員超過利用・人員基準欠如（介護支援専門員に係る

ものを除く。）・夜勤体制による所定単位数の減算及び認知症ケア加

算については、介護老人保健施設の本体部分と常に一体的な取扱いが

行われるものであること。したがって、認知症ケア加算については、

６の(10)を、また、緊急時施設療養費については、６の(22)を準用す

ること。また、注８により、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨

の届出並びに認知症ケア加算の届出については、本体施設である介護

老人保健施設について行われていれば、短期入所療養介護については

行う必要がないこと。 

ただし、特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定した場合

は、認知症ケア加算について算定できない。 

②・③ （略） 
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準及び夜勤職員基準について 

ａ 一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 18 年

７月１日から平成 24 年３月 31 日までの間に転換を行って開設し

た介護老人保健施設であること。 

ｂ 施設基準第８号イ⑵㈡の基準については、月の末日における該

当者の割合によることとし、算定月の前３月において当該割合の

平均値が当該基準に適合していること。また、当該基準において、

「著しい精神症状、周辺症状若しくは重篤な身体疾患が見られ専

門医療を必要とする認知症高齢者」とあるのは、「「認知症高齢

者の日常生活自立度判定基準」の活用について」（平成５年10月

26日厚生省老人保健福祉局長老健第135号。以下「自立度判定基準」

という。）によるランクＭに該当する者をいうものであること。

ｃ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)又はユニット型介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)を算定する介護療養型老人

保健施設における短期入所療養介護については、夜勤を行う看護

職員の数は、利用者及び当該介護老人保健施設の入所者の合計数

を 41 で除して得た数以上とすること。 

また、夜勤を行う看護職員は、１日平均夜勤看護職員数とする

こととする。1日平均夜勤看護職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯

（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する 16

時間をいう。）における延夜勤時間数を、当該月の日数に 16 を乗

じて得た数で除することによって算定し、小数点第３位以下は切

り捨てるものとする。なお、夜勤職員の減算方法については、１

⑹②によるものであるが、夜勤を行う看護職員に係る１日平均夜

勤看護職員数が以下のいずれかに該当する月においては、当該規

定にかかわらず、利用者及び当該介護療養型老人保健施設の入所

者の全員について、所定単位数が減算される。 

（ａ）前月において１日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基準によ

り確保されるべき員数から１割を超えて不足していたこと。 

（ｂ）１日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基準により確保される

べき員数から１割の範囲内で不足している状況が過去３月間

（暦月）継続していたこと。 
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ｄ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)又はユニット型介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)を算定する指定短期入所療

養介護事業所については、当該事業所の看護職員又は病院、診療所

若しくは訪問看護ステーションとの連携により、夜間看護のオンコール体

制を整備し、必要な場合には当該事業所からの緊急の呼出に応じて出勤

すること。なお、病院、診療所又は訪問看護ステーションと連携する場

合にあっては、連携する病院、診療所又は訪問看護ステーションをあらか

じめ定めておくこととする。 
ハ 特別療養費について 

特別療養費は、利用者に対して、日常的に必要な医療行為を行っ

た場合等に算定できるものである。その内容については、別途通知

するところによるものとする。 

ニ 療養体制維持特別加算について 

療養体制維持特別加算は、介護療養型老人保健施設の定員のうち、

転換前に４：１の介護職員配置を施設基準上の要件とする介護療養

施設サービス費を算定する指定介護療養型医療施設又は医療保険の

療養病棟入院基本料におけるいわゆる 20：１配置病棟であったもの

の占める割合が２分の１以上である場合に、転換前の療養体制を維

持しつつ、質の高いケアを提供するための介護職員の配置を評価す

ることとする。 

なお、当該加算は平成 24 年３月 31 日までの間に限り、算定でき

るものとし、その後の加算の在り方については、当該介護療養型老

人保健施設の介護ニーズや、当該加算の算定状況等の実態を把握し、

検討を行うこととする。 

（２） （略） 

（３）病院又は診療所における短期入所療養介護 

① 療養病床（医療法等の一部を改正する法律（平成 12 年法律第 141 号）

附則第２条第３項第５号に規定する経過的旧療養型病床群を含む。以

下同じ。）を有する病院若しくは診療所、老人性認知症疾患療養病棟

を有する病院における短期入所療養介護 

イ 指定介護療養型医療施設の病床であって、介護療養施設サービス

が行われるもの（以下「介護保険適用病床」という。）における短

期入所療養介護については、所定単位数の算定（職員の配置数の算

定）並びに定員超過利用、夜勤体制及び療養環境による所定単位数

の減算及び加算については、本体施設と常に一体的な取扱いが行わ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） （略） 

（３）病院又は診療所における短期入所療養介護 

① 療養病床（医療法等の一部を改正する法律（平成 12 年法律第 141 号）

附則第２条第３項第５号に規定する経過的旧療養型病床群を含む。以

下同じ。）を有する病院若しくは診療所、老人性認知症疾患療養病棟

を有する病院における短期入所療養介護 

イ 指定介護療養型医療施設の病床であって、介護療養施設サービス

が行われるもの（以下「介護保険適用病床」という。）における短

期入所療養介護については、所定単位数の算定（職員の配置数の算

定）並びに定員超過利用、夜勤体制及び療養環境による所定単位数

の減算及び加算については、本体施設と常に一体的な取扱いが行わ
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れるものであり、７の(1)、(3)から(7)まで、(9)及び(15)を準用す

ること。この場合、７の(9)の準用に際しては「医師及び介護支援専

門員」とあるのは、「医師」と読み替えるものとする。 

ロ 医療保険適用病床における短期入所療養介護についても、夜勤体

制による加算及び減算並びに療養環境による減算については、介護

保険適用病床における短期入所療養介護の場合と同様に行うものと

する。また、適用すべき所定単位数（人員配置）については、人員

配置の算定上、配置されている看護職員を適宜介護職員とみなすこ

とにより、最も有利な所定単位数を適用することとする。例えば、

60 床の病棟で、看護職員が 12 人、介護職員が 13 人配置されていて、

診療報酬上、看護職員５：１（12 人以上）、介護職員５：１（12 人

以上）の点数を算定している場合については、看護職員のうち２人

を介護職員とみなすことにより、短期入所療養介護については看護

職員６：１（10 人以上）、介護職員４：１（15 人以上）に応じた所

定単位数が適用されるものであること。なお、７の(1)、(3)から(7)

まで、(9)及び(15)は、医療保険適用病床の短期入所療養介護につい

ても準用する。この場合、７の(9)の準用に際しては「医師及び介護

支援専門員」とあるのは、「医師」と読み替えるものとする。 

ハ （略） 

ニ 病院である短期入所療養介護事業所の人員基準欠如による所定単

位数の減算の基準は、職員配置基準第４号ロ(2)において規定してい

るところであるが、具体的な取扱いは以下のとおりであること。 

ａ 看護職員又は介護職員の員数が居宅サービス基準に定める員数

を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、病院療養

病床短期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療

養介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費、

ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費若しくは特定

病院療養病床短期入所療養介護費又は認知症疾患型短期入所療養

介護費にあっては、当該事業所の区分に応じ、認知症疾患型短期

入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型

短期入所療養介護費、特定認知症疾患型短期入所療養介護費若し

くはユニット型認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは

(Ⅱ)の所定単位数に 100 分の 70 を乗じて得た単位数が算定され

る。 

ｂ 短期入所療養介護を行う病棟において、看護・介護職員の員数

れるものであり、７の(1)、(3)から(7)まで、(9)及び(10)を準用す

ること。この場合、７の(9)の準用に際しては「医師及び介護支援専

門員」とあるのは、「医師」と読み替えるものとする。 

ロ 医療保険適用病床における短期入所療養介護についても、夜勤体

制による加算及び減算並びに療養環境による減算については、介護

保険適用病床における短期入所療養介護の場合と同様に行うものと

する。また、適用すべき所定単位数（人員配置）については、人員

配置の算定上、配置されている看護職員を適宜介護職員とみなすこ

とにより、最も有利な所定単位数を適用することとする。例えば、

60 床の病棟で、看護職員が 12 人、介護職員が 13 人配置されていて、

診療報酬上、看護職員５：１（12 人以上）、介護職員５：１（12 人

以上）の点数を算定している場合については、看護職員のうち２人

を介護職員とみなすことにより、短期入所療養介護については看護

職員６：１（10 人以上）、介護職員４：１（15 人以上）に応じた所

定単位数が適用されるものであること。なお、７の(1)、(3)から(7)

まで、(9)及び(10)は、医療保険適用病床の短期入所療養介護につい

ても準用する。この場合、７の(9)の準用に際しては「医師及び介護

支援専門員」とあるのは、「医師」と読み替えるものとする。 

ハ （略） 

ニ 病院である短期入所療養介護事業所の人員基準欠如による所定単

位数の減算の基準は、職員配置基準第４号ロ(2)において規定してい

るところであるが、具体的な取扱いは以下のとおりであること。 

ａ 看護職員又は介護職員の員数が居宅サービス基準に定める員数

を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、病院療養

病床短期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療

養介護費、ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費若しくは

特定病院療養病床短期入所療養介護費又は認知症疾患型短期入所

療養介護費にあっては、当該事業所の区分に応じ、認知症疾患型

短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経

過型短期入所療養介護費、特定認知症疾患型短期入所療養介護費

若しくはユニット型認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若し

くは(Ⅱ)の所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数が算定さ

れる。 

 

ｂ 短期入所療養介護を行う病棟において、看護・介護職員の員数
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については居宅サービス基準に定める員数を満たすが、看護師の

員数の看護職員の必要数に対する割合（以下「正看比率」という。）

が２割未満である場合は、病院療養病床短期入所療養介護費の

(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療養介護費の(Ⅱ)、ユニット

型病院療養病床短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経

過型短期入所療養介護費若しくは特定病院療養病床短期入所療養

介護費又は認知症疾患型短期入所療養介護費にあっては、当該事

業所の区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)

若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特定認

知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型認知症疾患型

短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)に100分の90を乗じて得

た単位数が算定される。 

ｃ （略） 

ｄ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府

県知事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院であっ

て、短期入所療養介護を行う病棟における看護・介護職員の員数

については居宅サービス基準に定める員数を満たしている（正看

比率は問わない）が、医師の員数が居宅サービス基準に定める員

数の６割未満であるものにおいては、病院療養病床短期入所療養

介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療養介護費の(Ⅱ)、

ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費、ユニット型病院療

養病床経過型短期入所療養介護費若しくは特定病院療養病床短期

入所療養介護費又は認知症疾患型短期入所療養介護費にあって

は、当該事業所の区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費

の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介

護費、特定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型

認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)の所定単位

数に 100 分の 90 を乗じて得た単位数が算定される。 

ｅ （略） 

ホ・ヘ （略） 

②～④ （略） 

（４）指定短期入所療養介護費を算定するための基準について 

イ 指定短期入所療養介護費は、施設基準第 14 号に規定する基準に従

い、以下の通り、算定すること。 

ａ 施設基準第 14 号イに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

については居宅サービス基準に定める員数を満たすが、看護師の

員数の看護職員の必要数に対する割合（以下「正看比率」という。）

が２割未満である場合は、病院療養病床短期入所療養介護費の

(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療養介護費、ユニット型病院

療養病床短期入所療養介護費若しくは特定病院療養病床短期入所

療養介護費又は認知症疾患型短期入所療養介護費にあっては、当

該事業所の区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、

(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特

定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型認知症疾

患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)に100分の90を乗じ

て得た単位数が算定される。 

 

ｃ （略） 

ｄ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府

県知事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院であっ

て、短期入所療養介護を行う病棟における看護・介護職員の員数

については居宅サービス基準に定める員数を満たしている（正看

比率は問わない）が、医師の員数が居宅サービス基準に定める員

数の６割未満であるものにおいては、病院療養病床短期入所療養

介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療養介護費、ユニッ

ト型病院療養病床短期入所療養介護費若しくは特定病院療養病床

短期入所療養介護費又は認知症疾患型短期入所療養介護費にあっ

ては、当該事業所の区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護

費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養

介護費、特定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット

型認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)の所定単

位数に 100 分の 90 を乗じて得た単位数が算定される。 

 

ｅ （略） 

ホ・ヘ （略） 

②～④ （略） 

（４）指定短期入所療養介護費を算定するための基準について 

イ 指定短期入所療養介護費は、施設基準第 13 号に規定する基準に従

い、以下の通り、算定すること。 

ａ 施設基準第 13 号イに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 
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ｂ 施設基準第 14 号ロに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

ｃ 施設基準第 14 号ハに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

ｄ 施設基準第 14 号ニに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

ロ ユニットに属する療養室等であって、各類型の短期入所療養介護費

の注１による届出がなされているものについては、ユニット型介護老

人保健施設短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床短期入所療

養介護費、ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費、ユニ

ット型診療所療養病床短期入所療養介護費又はユニット型認知症疾患

型短期入所療養介護費を算定するものとすること。 

（５）～（９） （略） 

４・５ （略） 

６ 介護保健施設サービス 

（１）所定単位数を算定するための施設基準について 

介護保健施設サービス費の所定単位数を算定するためには、看護職員

及び介護職員の員数が所定の員数以上配置されることのほか、医師、理

学療法士、作業療法士及び介護支援専門員について、人員基準欠如の状

態にないことが必要であること（施設基準第 34 号）。 

（２）一部ユニット型介護老人保健施設において所定単位数を算定するため

の施設基準等について 

一部ユニット型介護老人保健施設が介護保健施設サービス費の所定単

位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数が、当該施設全

体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれについて所定の員数

（３：１の職員配置）を置いていることが必要であること。また、一部

ユニット型介護老人保健施設がユニット型介護保健施設サービス費の所

定単位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数が、当該施

設全体と当該施設のユニット部分のそれぞれについて所定の員数を置い

ていることが必要であること（施設基準第 34 号）。 

また、施設基準第 34 号にいう入所定員は当該施設全体の入所定員をい

うものであり、ユニット部分とユニット部分以外の部分に区分した取扱

いが行われるものではないこと。 

（３） （略） 

（４）介護保健施設サービス費(Ⅱ)若しくは介護保健施設サービス費(Ⅲ)又

はユニット型介護保健施設サービス費(Ⅱ)若しくはユニット型介護保健

施設サービス費(Ⅲ)を算定する介護老人保健施設（以下この号において

「介護療養型老人保健施設」という。）における介護保健施設サービス

ｂ 施設基準第 13 号ロに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

ｃ 施設基準第 13 号ハに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

ｄ 施設基準第 13 号ニに規定する指定短期入所療養介護費 （略） 

ロ ユニットに属する療養室等であって、各類型の短期入所療養介護費

の注１による届出がなされているものについては、ユニット型介護老

人保健施設短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床短期入所療

養介護費、ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費又はユニッ

ト型認知症疾患型短期入所療養介護費を算定するものとすること。 

 
（５）～（９） （略） 

４・５ （略） 

６ 介護保健施設サービス 

（１）所定単位数を算定するための施設基準について 

介護保健施設サービス費の所定単位数を算定するためには、看護職員

及び介護職員の員数が所定の員数以上配置されることのほか、医師、理

学療法士、作業療法士及び介護支援専門員について、人員基準欠如の状

態にないことが必要であること（施設基準第 33 号）。 

（２）一部ユニット型介護老人保健施設において所定単位数を算定するため

の施設基準等について 

一部ユニット型介護老人保健施設が介護保健施設サービス費の所定単

位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数が、当該施設全

体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれについて所定の員数

（３：１の職員配置）を置いていることが必要であること。また、一部

ユニット型介護老人保健施設がユニット型介護保健施設サービス費の所

定単位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数が、当該施

設全体と当該施設のユニット部分のそれぞれについて所定の員数を置い

ていることが必要であること（施設基準第 33 号）。 

また、施設基準第 33 号にいう入所定員は当該施設全体の入所定員をい

うものであり、ユニット部分とユニット部分以外の部分に区分した取扱

いが行われるものではないこと。 

（３） （略） 
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について 

① ３(1)④イ及びロを準用すること。 

② 施設基準第 34 号イ⑵㈡について、「自宅等」とあるのは、自宅その

他自宅に類する住まいをいうものであり、社会福祉施設等は含まない

ものであること。 

また、当該基準については、当該施設が介護療養型老人保健施設へ

の転換以後の新規入所者の実績が 12 月に達した時点から適用するも

のとし、「100 分の 35 以上であることを標準とすること」における「標

準」の具体的な考え方については、介護療養型老人保健施設における

医療機関からの入所の実態等を基に、平成２１年４月までの間に検討

することとする。 

③ ターミナルケア加算について 

イ ターミナルケア加算は、医師が一般的に認められている医学的知

見に基づき回復の見込みがないと診断した入所者について、本人及

び家族とともに、医師、看護師、介護職員等が共同して、随時本人

又はその家族に対して十分な説明を行い、合意をしながら、その人

らしさを尊重した看取りができるよう支援することを主眼として設

けたものである。 

ロ ターミナルケア加算は、23 号告示第 36 号に定める基準に適合す

るターミナルケアを受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を含め

て 30 日を上限として、介護療養型老人保健施設において行ったター

ミナルケアを評価するものである。 

死亡前に自宅等へ戻った後、自宅等で死亡した場合でも算定可能

であるが、その際には、当該施設においてターミナルケアを直接行

っていない退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定すること

ができない。（したがって、退所した日の翌日から死亡日までの期

間が 30 日以上あった場合には、ターミナルケア加算を算定すること

はできない。） 

ハ 介護療養型老人保健施設を退所した月と死亡した月が異なる場合

でも算定可能であるが、ターミナルケア加算は死亡月にまとめて算

定することから、入所者側にとっては、当該施設に入所していない

月についても自己負担を請求されることになるため、入所者が退所

する際、退所の翌月に亡くなった場合に、前月分のターミナルケア

加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書に

て同意を得ておくことが必要である。 
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ニ 介護療養型老人保健施設は、施設退所の後も、継続して入所者の

家族指導等を行うことが必要であり、入所者の家族等との継続的な

関わりの中で、入所者の死亡を確認することが可能である。 

ホ 外泊又は退所の当日についてターミナルケア加算を算定できるか

どうかは、当該日に所定単位数を算定するかどうかによる。したが

って、入所者が外泊した場合（外泊加算を算定した場合を除く。）

には、当該外泊期間が死亡日以前 30 日の範囲内であれば、当該外泊

期間を除いた期間について、ターミナルケア加算の算定が可能であ

る。 

ヘ 本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡しても

来てもらえないような場合も、医師、看護師、介護職員等が随時（少

なくとも週１回以上）、入所者に対するターミナルケアについて相

談し、共同してターミナルケアを行っていると認められる場合には、

ターミナルケア加算の算定は可能である。 

この場合には、適切なターミナルケアが行われていることが担保

されるよう、職員間の相談日時、内容等を記録するとともに、本人

の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来てもらえなかった

旨を記載しておくことが必要である。 

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極めて

重要であり、施設としては、１度連絡を取って来てくれなかったと

しても、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思を確認し

ながらターミナルケアを進めていくことが重要である。 

ト ターミナルケア加算を算定するに当たっては、本人は又はその家

族が個室でのターミナルケアを希望する場合には、当該施設は、そ

の意向に沿えるよう考慮すべきであること。なお、個室に移行した

場合の入所者については、注 11 に規定する措置の対象とする。 

④ 特別療養費について 

３の(1)④ハを準用するものとすること。 

⑤ 療養体制維持特別加算について 

３の(1)④ニを準用するものとすること。 

（５）介護保健施設サービス費を算定するための基準について 

① 介護保健施設サービス費は、施設基準第 35 号に規定する基準に従

い、以下の通り、算定すること。 

イ 施設基準第 35 号イに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

ロ 施設基準第 35 号ロに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）介護保健施設サービス費を算定するための基準について 

① 介護保健施設サービス費は、施設基準第 34 号に規定する基準に従

い、以下の通り、算定すること。 

イ 施設基準第 34 号イに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

ロ 施設基準第 34 号ロに規定する介護保健施設サービス費 （略） 
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ハ 施設基準第 35 号ハに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

ニ 施設基準第 35 号ニに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

②・③ （略） 

（６）～（22） （略） 

（23）緊急時施設療養費に関する事項 

入所者の病状が著しく変化し、入院による治療が必要とされる場合に

は、速やかに協力病院等の病院へ入院させることが必要であるが、こう

した場合であっても、介護老人保健施設において緊急その他やむを得な

い事情により施設療養を行うときがあるので、緊急時施設療養費は、こ

のような場合に行われる施設療養を評価するために設けられているこ

と。 

① （略） 

② 特定治療 

イ （略） 

ロ 算定できないものは、23 号告示第 38 号に示されていること。 

ハ （略） 

７ 介護療養施設サービス 

（１）療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費、

認知症疾患型介護療養施設サービス費の対象となるサービスの範囲 

① （略） 

② 認知症疾患型介護療養施設サービス費については、医療保険の診療

報酬点数表における特定入院料（入院診療計画、院内感染対策、褥瘡

対策に係る費用分を除く。）及びおむつ代を含むものであること。 

 
（２）～（７） 

（８）人員基準欠如による所定単位数の減算について 

病院である指定介護療養型医療施設の人員基準欠如による所定単位数

の減算の基準は、職員配置基準第 13 号イ(2)において規定しているとこ

ろであるが、具体的な取扱いは以下のとおりであること。 

① 指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護職員又は介護職

員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満たさない

場合は、他の職種の配置数とは関係なく、 

イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー

ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー

ハ 施設基準第 34 号ハに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

ニ 施設基準第 34 号ニに規定する介護保健施設サービス費 （略） 

②・③ （略） 

（５）～（21） （略） 

（22）緊急時施設療養費に関する事項 

入所者の病状が著しく変化し、入院による治療が必要とされる場合に

は、速やかに協力病院等の病院へ入院させることが必要であるが、こう

した場合であっても、介護老人保健施設において緊急その他やむを得な

い事情により施設療養を行うときがあるので、緊急時施設療養費は、こ

のような場合に行われる施設療養を評価するために設けられているこ

と。 

① （略） 

② 特定治療 

イ （略） 

ロ 算定できないものは、23 号告示第 37 号に示されていること。 

ハ （略） 

７ 介護療養施設サービス 

（１）療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費、

認知症疾患型介護療養施設サービス費の対象となるサービスの範囲 

① （略） 

② 認知症疾患型介護療養施設サービス費については、医療保険の診療

報酬点数表における老人性認知症疾患療養病棟入院料（入院診療計画、

院内感染対策、褥瘡対策に係る費用分を除く。）及びおむつ代を含む

ものであること。 

（２）～（７） 

（８）人員基準欠如による所定単位数の減算について 

病院である指定介護療養型医療施設の人員基準欠如による所定単位数

の減算の基準は、職員配置基準第 13 号イ(2)において規定しているとこ

ろであるが、具体的な取扱いは以下のとおりであること。 

① 指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護職員又は介護職

員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満たさない

場合は、他の職種の配置数とは関係なく、 

イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー

ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー
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ビス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の(Ⅱ)

又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは

(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単

位数に 100 分の 70 を乗じて得た単位数が算定される。 

ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経

過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養

施設サービス費については、所定単位数に 100 分の 70 を乗じて得た

単位数が算定される。 

② （略） 

③ 介護支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における

看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定め

る員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以

下「正看比率」という。）が２割未満である場合は、 

イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー

ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー

ビス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の(Ⅱ)

又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは

(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単

位数に 100 分の 90 を乗じて得た単位数が算定される。 

ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経

過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養

施設サービス費については、所定単位数に 100 分の 90 を乗じて得た

単位数が算定される。 

④ （略） 

⑤ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府県知

事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院であって、介護

支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護・

介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定める員数

を満たしているが、医師の員数が指定介護療養型医療施設基準に定め

る員数の６割未満であるもの（正看比率は問わない）においては、療

養型介護療養施設サービス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施

設サービス費の(Ⅱ)又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の

(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サ

ービス費の所定単位数に 100 分の 90 を乗じて得た単位数が算定され

ビス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費又は認

知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若し

くは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単位数に

100 分の 70 を乗じて得た単位数が算定される。 

ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型診療所型

介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養施設

サービス費については、所定単位数に 100 分の 70 を乗じて得た単位

数が算定される。 

② （略） 

③ 介護支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における

看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定め

る員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以

下「正看比率」という。）が２割未満である場合は、 

イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー

ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー

ビス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費又は認

知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若し

くは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単位数に

100 分の 90 を乗じて得た単位数が算定される。 

ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型診療所型

介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養施設

サービス費については、所定単位数に 100 分の 90 を乗じて得た単位

数が算定される。 

④ （略） 

⑤ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府県知

事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院であって、介護

支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護・

介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定める員数

を満たしているが、医師の員数が指定介護療養型医療施設基準に定め

る員数の６割未満であるもの（正看比率は問わない）においては、療

養型介護療養施設サービス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施

設サービス費又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)

若しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の

所定単位数に 100 分の 90 を乗じて得た単位数が算定される。 
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る。 

⑥ （略） 

（９）所定単位数を算定するための施設基準について 

療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費又

は認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単位数を算定す

るためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置される

ことのほか、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サービ

ス費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニット型療養型

経過型介護療養施設サービス費（施設基準第 41 号において準用する施

設基準第８号ニからヘまで） 

イ～ホ （略） 

② 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介護療養

施設サービス費（施設基準第 41 号において準用する施設基準第８号チ

及びリ） 

イ・ロ （略） 

③ 認知症疾患型介護療養施設サービス費、認知症疾患型経過型介護療

養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス

費（施設基準第 41 号において準用する施設基準第８号ルからワまで）

イ～ハ （略） 

（10）一部ユニット型指定介護療養型医療施設において所定単位数を算定す

るための施設基準等について 

一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類型の介護療養施設サー

ビス費の所定単位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数

が、当該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれにつ

いて所定の員数（看護６：１、介護４：１の職員配置）を置いているこ

とが必要である。また、一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類

型のユニット型介護療養施設サービス費を算定するためには、看護職員

又は介護職員の員数が、当該施設全体と当該施設のユニット部分のそれ

ぞれについて所定の員数（看護６：１、介護４：１の職員配置）を置い

ていることが必要である（施設基準第 41 号）。 

（11） （略） 

（12）介護療養施設サービス費を算定するための基準について 

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第 45 号に規定する基準に従

い、以下の通り、算定すること。 

 

⑥ （略） 

（９）所定単位数を算定するための施設基準について 

療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費又

は認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単位数を算定す

るためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置される

ことのほか、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

① 療養型介護療養施設サービス費（施設基準第 39 号において準用する

施設基準第８号ニ） 

イ～ホ （略） 

 

 

② 診療所型介護療養施設サービス費（施設基準第 39 号において準用す

る施設基準第８号ト） 

イ・ロ （略） 

 

③ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（施設基準第 39 号において準

用する施設基準第８号ヌ） 

 

イ～ハ （略） 

（10）一部ユニット型指定介護療養型医療施設において所定単位数を算定す

るための施設基準等について 

一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類型の介護療養施設サー

ビス費の所定単位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数

が、当該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれにつ

いて所定の員数（看護６：１、介護４：１の職員配置）を置いているこ

とが必要である。また、一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類

型のユニット型介護療養施設サービス費を算定するためには、看護職員

又は介護職員の員数が、当該施設全体と当該施設のユニット部分のそれ

ぞれについて所定の員数（看護６：１、介護４：１の職員配置）を置い

ていることが必要である（施設基準第 39 号）。 

（11） （略） 

（12）介護療養施設サービス費を算定するための基準について 

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第 22 号に規定する基準に従

い、以下の通り、算定すること。 
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イ 施設基準第 45 号イに規定する介護療養施設サービス費 （略） 

ロ 施設基準第 45 号ロに規定する介護療養施設サービス費 （略） 

ハ 施設基準第 45 号ハに規定する介護療養施設サービス費 （略） 

ニ 施設基準第 45 号ニに規定する介護療養施設サービス費 介護療

養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型医療施

設基準第 39 条第２項第１号イ(3)(ⅱ)、第 40 条第２項第１号イ

(3)(ⅱ)又は第 41 条第２項第１号イ(3)(ⅱ)を満たすものに限るも

のとし、指定介護療養型医療施設基準介護老人保健施設基準第 39 条

第２項第１号イ(3)(ⅰ)、第 40 条第２項第１号イ(3)(ⅰ)又は第 41

条第２項第１号イ(3)(ⅰ)（指定居宅サービス基準改正省令附則第４

条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を満たす

ものを除く。）(｢ユニット型準個室」という。）の入院患者に対し

て行われるものであること。 

  ② （略） 

（13）・（14） （略）  

（15）療養環境減算の適用について 

① 病院療養病床療養環境減算の基準 

病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準附則第

７条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療法施行規則

の一部を改正する省令（平成 13 年厚生労働省令第８号。以下「平成

13 年医療法施行規則等改正省令」という。）附則第 41 条の規定の適

用を受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法に

よる測定で 1.8 メートル（両側に居室がある廊下については、2.7 メ

ートル）未満である場合に適用されること（施設基準第 43 号におい

て準用する施設基準第 12 号）。 

② 診療所療養病床設備基準減算の基準 

診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基準附則

第12条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床群又は平成13

年医療法施行規則等改正省令附則第 41 条の規定の適用を受ける療養

病床に係る病室にあっては、隣接する廊下の幅が内法による測定で

1.8 メートル（両側に居室がある廊下については、2.7 メートル）未

満であること。（施設基準第 44 号において準用する施設基準第 13

号）。 

③・④ （略） 

（16）入院患者が外泊したときの費用の算定について 

イ 施設基準第 43 号イに規定する介護療養施設サービス費 （略） 

ロ 施設基準第 43 号ロに規定する介護療養施設サービス費 （略） 

ハ 施設基準第 43 号ハに規定する介護療養施設サービス費 （略） 

ニ 施設基準第 43 号ニに規定する介護療養施設サービス費 介護療

養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型医療施

設基準第 39 条第２項第１号イ(3)(ⅱ)、第 40 条第２項第１号イ

(3)(ⅱ)又は第 41 条第２項第１号イ(3)(ⅱ)を満たすものに限るも

のとし、指定介護療養型医療施設基準介護老人保健施設基準第 39 条

第２項第１号イ(3)(ⅰ)、第 40 条第２項第１号イ(3)(ⅰ)又は第 41

条第２項第１号イ(3)(ⅰ)（指定居宅サービス基準改正省令附則第４

条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を満たす

ものを除く。）(｢ユニット型準個室」という。）の入居者に対して

行われるものであること。 

  ② （略） 

（13）・（14） （略）  

（15）療養環境減算の適用について 

① 病院療養病床療養環境減算の基準 

病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準附則第

７条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療法施行規則

の一部を改正する省令（平成 13 年厚生労働省令第８号。以下「平成

13 年医療法施行規則等改正省令」という。）附則第 41 条の規定の適

用を受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法に

よる測定で 1.8 メートル（両側に居室がある廊下については、2.7 メ

ートル）未満である場合に適用されること（施設基準第 41 号におい

て準用する施設基準第 11 号）。 

② 診療所療養病床設備基準減算の基準 

診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基準附則

第12条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床群又は平成13

年医療法施行規則等改正省令附則第 41 条の規定の適用を受ける療養

病床に係る病室にあっては、隣接する廊下の幅が内法による測定で

1.8 メートル（両側に居室がある廊下については、2.7 メートル）未

満であること。（施設基準第 42 号において準用する施設基準第 12

号）。 

③・④ （略） 

（16）入院患者が外泊したときの費用の算定について 
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６の（12）を準用する。 

（17）入院患者が試行的退院したときの費用の算定について 

６の（13）を準用する。 

（18）～（24） （略） 

（25）初期加算について 

６の（14）を準用する。 

（26）退院時指導等加算について 

６の（15）（⑤のイの訪問看護指示書の様式に係る部分を除く。）を

準用する。 

（27）・（28） （略） 

６の（11）を準用する。 

（17）入院患者が試行的退院したときの費用の算定について 

６の（12）を準用する。 

（18）～（24） （略） 

（25）初期加算について 

６の（13）を準用する。 

（26）退院時指導等加算について 

６の（14）（⑤のイの訪問看護指示書の様式に係る部分を除く。）を

準用する。 

（27）・（28） （略） 

 

 


